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株式会社産業革新機構との業務提携および新会社設立（新設分割）に関するお知らせ 

 

 アルプス電気株式会社（以下「当社」といいます）（東京都大田区、代表取締役社長 片岡 政隆）

は、平成 22 年３月 26 日開催の取締役会において、当社が電源用インダクタ、電流センサ等のグリ

ーンデバイスにかかる電力変換機器および電力制御機器に関する事業（以下「本件事業」といいま

す）を分割し、アルプス･グリーンデバイス株式会社（以下「新会社」といいます）へ承継させるこ

と（以下「本会社分割」といいます）を、株式会社産業革新機構（以下「ＩＮＣＪ」といいます）

（東京都千代田区、代表取締役社長 能見 公一）が、平成 22 年３月 30 日開催の産業革新委員会

において、ＩＮＣＪが新会社の株式引き受けを決議することを前提とした停止条件付き議案として

決議しておりました。昨日、ＩＮＣＪにおいて前述の決議がなされ、本日午前、両社による調印が

行われたことにより、正式に提携の合意に至りましたのでお知らせいたします。 

 

１．業務提携および新会社設立（本会社分割）の理由目的等 

当社は平成 21 年 12 月より、ＩＮＣＪと共同で、当社がこれまで東北大学等との共同開発等によ

り、開発を進め蓄積してきた磁性材料技術及び薄膜プロセス技術に関する経営資源を技術的中核と

した本件事業の共同運営に向け、具体的な検討を継続してまいりました。 

 本件事業は、グリーンデバイス関連企業や研究機関等が広く参画するオープンイノベーション型

の事業化を促進し、小型・高効率の電力変換・電力制御デバイスの開発、製品化を通じてパワーエ

レクトロニクス産業の競争力を向上させ、低炭素社会の実現に貢献することを目的としています。 

 今般、ＩＮＣＪによる本件事業の目的・主旨について、専門家による技術評価等を通じた客観的

な評価をいただき、両社間で本会社分割による新会社の設立、ならびにＩＮＣＪによる新会社の新

株引受について合意に達し、当社の取締役会及びＩＮＣＪの産業革新委員会において決議いたしま

した。 

当社は新会社に対し磁性材料技術及び薄膜プロセス技術を提供するとともに、製造、販売、管理

機能について新会社に対する後押しを行い、ＩＮＣＪは新会社への投資を行い、かつ、同社のネッ

トワークを提供することにより、強靭な企業体質の会社を創設し、革新的な製品提供を通じて事業

を飛躍的に拡大させていくことを目的としています。 

 新会社は、本年６月の事業開始を目指し、オープンイノベーション実現の観点から、将来的には

グリーンデバイス関連企業や研究機関等との資本・業務提携を積極的に推進するとともに、世界標

準の獲得を目指してまいります。 

 

２．新会社の内容等 

 ①新会社の概要 

（１） 名称 アルプス・グリーンデバイス株式会社 

（２） 所在地 東京都大田区雪谷大塚町１番７号 

（３） 代表者の 

役職・氏名 

代表取締役社長 藤井 康裕 

（現アルプス電気株式会社 取締役） 

（４） 事業目的 電力変換機器、電力制御機器、電力計測機器に用いられる

部品、半成品ならびに原材料の開発、製造、販売 

（５） 資本金 １,５８０百万円 

（６） 設立年月日 平成 22 年５月 17 日 



（７） 発行済株式数 １３,５２９株 

（８） 決算期 ３月３１日 

（９） 従業員数 ６４名（順次増強） 

当社 ７３．９％ （10） 

    

出資比率 

(新株発行後) ＩＮＣＪ ２６．１％ 

当社、ＩＮＣＪと新会社の関係  

資本関係 当社は新会社の株式の過半数を保有 

人的関係 当社は新会社の取締役３名を派遣し、当社の本件事業に従

事する従業員の労働契約を新会社に承継。 

また、ＩＮＣＪは新会社の取締役３名を派遣。 

取引関係 当社は新会社より製品の製造委託、販売委託を受け、また

管理業務の一部について業務委託をそれぞれ受託。 

（11） 

 

関係当事者へ

の該当状況 

新会社は当社の連結子会社になるため、当社の関連当事者

に該当。 

（注）本会社分割時点での資本金、及び発行済株式数は、それぞれ８０百万円及び１０,０００株で

あり、ＩＮＣＪからの本増資引き受けにより、上記の通りとなります。 

 

②事業内容 

  ・電源用インダクタ事業（磁性材料を応用した電子部品の開発、製造、販売） 

・電流センサ事業（薄膜プロセス技術を応用した電子部品の開発、製造、販売） 

 

③事業計画 

 ・対象市場：民生機器、車載機器、社会インフラ、産業機器 

・ 製品群：パワーインダクタ、車載リアクトル、産業機器リアクトル 

スマートメータ電流センサ、車載電流センサ 

 ・売上高目標：２３０億円（平成 27 年度） 

 

④当社から分割する資産、負債の項目及び金額（平成 22 年２月 28 日現在）   （単位：千円） 

資   産 負   債 

流動資産 １２０,７０４ 流動負債 ５８,９０８

固定資産 ８９,９９８ 固定負債 ７１,７９４

合  計 ２１０,７０２ 合  計 １３０,７０２

（注）上記資産のほか、分割対象部門所属の従業員の労働契約を承継するとともに、貸借対照表に

計上されていない特許権（特許出願を受ける権利を含む）、商標権、営業秘密等の知的財産権及び

当該知的財産権に係る特許法第 35 条第３項にかかる相当対価請求権債務も、新会社に承継します。 

 

⑤分割の日程 

分割計画承認取締役会 平成 22 年３月 26 日 

分割計画書作成締結 平成 22 年３月 31 日 

分 割 期 日 平成 22 年５月 17 日（予定） 

（注）当社は、会社法第 805 条に基づき、取締役会決議によって本会社分割を実施します。 

 

 ⑥新会社が承継する権利義務 

 新会社は、分割期日における当社の本件事業にかかる一切の資産・債務その他の権利義務（但し、

平成 22 年３月 31 日付の新設分割計画書に別段の定めのあるものは除く）を承継します。 

 

３．ＩＮＣＪに対する新株発行の概要 

①投資の概要 

  投資総額：１００億円(コミットメント) 

   投資の方法：４回に分割した分割投資 

  第一回目 

  ・増資の時期：平成 22 年５月 

   ・投資額：３０億円 

   ・発行株式数：３,５２９株 



   ・発行価額：１株につき８５万円 

   ・資本組入率：５０％ 

   ・資本組入総額：１５億円 

   ・払込期日：平成 22 年５月 17 日（予定） 

・増資の引受人：ＩＮＣＪ 

・出資比率：当  社 ７３.９％ 

ＩＮＣＪ ２６.１％ 

  ・資金使途：本件事業の開発・立ち上げ資金 

  第二回目以降予定 

   当社とＩＮＣＪ、新会社の三社にて協議のうえ、決定します。 

 

②増資の方式 

  新会社が、ＩＮＣＪへ新株を割り当てる第三者割当増資です。 

 

４．当事者の概要 

 

 

分割会社 

（平成 21 年 12 月 31 日現在） 

増資引き受け会社 

（平成 22 年３月 31 日現在） 

（１）名称 アルプス電気株式会社 株式会社産業革新機構 

（２）所在地 東京都大田区雪谷大塚町１番７号 東京都千代田区丸の内１丁目６番

５号 

（３）代表者の 

   役職・氏名 

代表取締役社長  

片岡政隆 

代表取締役社長 

能見公一 

（４）事業内容 電子部品の製造販売 オープンイノベーションによる事

業に対する出資等 

（５）資本金 ２３,６２３百万円 ４６,００５百万円 

（６）設立年月日 1948 年 11 月１日 2009 年７月 27 日事業開始 

（７）発行済株式数 １８１,５５９,９５６株 １,８４０,２００株 

（８）決算期   ３月 31 日 ３月 31 日 

（９）従業員数 ５,９２６人 非公開 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社 （信託

口) 

7.92% 国 89.12%

日本マスタ―トラスト信託

銀行株式会社 （信託口） 

6.11% 株式会社日本政策投資銀行 1.09%

三井住友海上火災保険株式

会社 

2.30% 株式会社商工組合中央金庫

等 

各

0.54%

株式会社東芝 2.24%   

（10）大株主及び 

出資持株比率 

三井生命保険株式会社 1.97%   

 

５．当社の連結経営成績および連結財政状態  （単位：百万円。特記しているものを除く。） 

 

決算期 平成 19 年 3 月期 平成 20 年 3 月期 平成21年3月期 

純資産 ２９４,０１７ ２８０,３１７ １８４,７９１ 

総資産 ５４８,０４３ ４９４,７５５ ３７５,２８５ 

1 株当たり 

純資産（円） 

１,１３５．１４ １,０８１．６３ ６２０．０４ 

売上高 ７０８,１２６ ６９２,６５６ ５３８,９９５ 

営業利益 ２２,０７７ １９,８７６ △２６,５２４ 

経常利益 ２４,６３１ １３,１２３ △２３,３０５ 

当期純利益 ４,９１８ ４,４１８ △７０,０６４ 

1 株当たり 

当期純利益（円） 

２７．４０ ２４．６５ △３９０．９３ 

1 株当たり 

配当金（円） 

２０ ２０ １０ 

 



６．今後の見通し 

  本会社分割による、当社業績予想への影響は現在精査中です。なお、今後の見通しに重大な影

響があった場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

（ご参考）平成 22 年３月期連結業績予想（平成 22 年２月９日時点）および前期連結業績（実績） 

（単位：百万円） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益

当期連結業績（予想） 

（平成 22 年３月期） 

４８０,０００ １,５００ △３,０００ △７,５００

前期連結業績（実績） 

（平成 21 年３月期） 

５３８,９９５ △２６,５２４ △２３,３０５ △７０,０６４

 

以 上 
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本日のスケジュール

■ グリーンデバイス事業への取り組み

■ 新会社の事業概要

■ 技術と製品展開

■ 質疑応答



グリーンデバイス事業への取り組み
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１．低炭素社会に向けた当社の取り組み

環境対応型製品
（グリーンデバイス）

リチウムイオン電池

蓄エネ

省エネ

燃料電池

ﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ領域

低炭素社会を実現

既存の技術・製品・ノウハウの活用

新たな技術・製品の開発

省資源

小型・軽量・低負荷

創エネ
太陽光発電・風力発電

化学物質

規制対応
廃棄物削減

ＣＯ２削減

磁性材料

磁気センサＡＬＰＳ
軽薄短小

低消費電力

民生機器・ＩＴ機器・ＨＶ/ＥＶ・直流家電

スマートグリッﾄﾞ
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２．当社のグリーンデバイス

小型電力制御デバイス小型電力制御デバイス

ｺｱ＆ﾊﾟﾜｰｲﾝﾀﾞｸﾀ リアクトル 電流センサ

高効率電力変換デバイス高効率電力変換デバイス

低消費電力化低消費電力化省資源な製品設計
（小型・薄型化）

省資源な製品設計
（小型・薄型化）

各種電子部品 通信部品ﾓｼﾞｭｰﾙ

従来の取り組み

今回の対象製品

生産プロセス・事業活動プロセスでの環境取り組み生産プロセス・事業活動プロセスでの環境取り組み

化学物質
規制対応

廃棄物削減 ＣＯ２削減
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３．業務提携および新会社設立について

これまでの経過と今後の予定

平成２１年１２月 ㈱産業革新機構と共同で本事業の共同運営検討開始

平成２２年 ３月 本事業の業務提携および新会社設立を決定

平成２２年 ５月 新会社設立完了（予定）

平成２２年 ６月 本事業開始（予定）

・ ㈱産業革新機構と共同で、当社が東北大学等との共同開発等により蓄積してきた

磁性材料技術および薄膜プロセス技術に関する経営資源を技術的中核とした

本件事業の共同運営に向け検討開始

・ 分割による新会社の設立ならびに㈱産業革新機構による新会社の新株引受に

ついて合意

・ アルプス電気は新会社に対し磁性材料技術および薄膜プロセス技術の提供と

製造・販売、管理機能について支援を行い、㈱産業革新機構は新会社への投資を行う
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４．新会社の狙い

当社にとって馴染みの薄い新規市場への展開

事業範囲の拡大および事業化の促進のために

・ オープンイノベーション型で開発・事業を展開

・ ㈱産業革新機構との提携による事業化が最適と判断

・ ㈱産業革新機構のネットワークも活用

・ 将来的にはグリーンデバイス関連企業や研究機関等との資本・業務提携
などが可能

本技術・製品を中核とし、オープンイノベーションを通じて、低炭素化、

省資源化に貢献する事業を育成する

新会社の狙い

新会社の事業概要
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名称 ：アルプス・グリーンデバイス株式会社

所在地 ：東京都大田区雪谷大塚町１番７号

代表者 ：代表取締役社長 藤井康裕（現アルプス電気株式会社取締役）

事業目的 ：電力変換機器、電力制御機器、電力計測機器に用いられる部品、半製品

ならびに原材料の開発、製造、販売

資本金 ：１，５８０百万円

設立年月日 ：平成２２年５月１７日

発行株式数 ：１３，５２９株

決算期 ：３月３１日

従業員数 ：６４名（順次増強）

５．新会社の概要

分割対象事業

新会社設立フレーム

アルプス電気

分割

（カーブアウト）

出資

会社分割

（知財・設備）

電源用インダクタ、電流センサ等のグリーンデバイスにかかる電力変換機器および電力制御機器

に関する事業

新会社の概要（第１回目増資後）

対象事業対象事業 新会社新会社

産業革新機構

10

６．新会社の事業計画

事業内容

事業計画

対象市場 ：民生機器，車載機器，社会インフラ，産業機器

営業品目 ：パワーインダクタ、車載リアクトル，産業機器リアクトル

：スマートメータ電流センサ，車載電流センサ

売上目標 ：２３０億円（平成２７年度）

電源用インダクタ事業 ：磁性材料技術を応用した電子部品の開発、製造、販売

電流センサ事業 ：薄膜プロセス技術および磁性材料技術を応用した電子部品の

開発、製造、販売
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７．㈱産業革新機構に対する新株発行の概要

・新会社が㈱産業革新機構へ新株を割り当てる第三者割当増資

増資の概要

投資総額 ：１００億円（コミットメント）

投資方法 ：４回に分割した分割投資

【第１回目増資】

・増資の時期 ：平成２２年５月

・増資額 ：３０億円

・発行株式数 ：３，５２９株

・発行価額 ：１株につき８５万円

・資本組入率 ：５０％

・資本組入総額 ：１５億円

・払込期日 ：平成２２年５月１７日（予定）

・増資の引受人 ：㈱産業革新機構

・出資比率 ：当社７３．９％ ㈱産業革新機構２６．１％

・資金使途 ：本事業の開発・立ち上げ資金

【第２回目以降】

・当社と㈱産業革新機構と新会社の三社にて協議の上，決定

増資の方式

技術と製品展開
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８．製品開発の要素技術

低炭素化・省資源化に向けグリーンデバイス開発を推進

当社は既存電子部品での省エネルギーへの取り組みに加え

磁気ヘッドで培った磁性材料技術、薄膜プロセス技術を

次世代パワーエレクトロニクスのキーパーツへ応用、開発を強化します。

14

９．高効率電力変換インダクタの開発

磁性粉末材料『リカロイTM』の開発と応用

当社独自の金属ガラス/アモルファス合金を開発

①粉末化が容易 ➢ 自由なコア形状に成形可能

②300℃を超える高温でも安定 ➢ 自動車環境対応

③優れた軟磁気特性・低鉄損 ➢ 良いコア材料となる

高効率電力変換デバイス

小型・低損失

注1）

・（社）日本金属学会にて『第３１回技術

開発賞』

・（社）粉体粉末冶金協会にて『第１回

粉体粉末冶金協会新技術・新製品賞』

を東北大学とアルプス電気の共同研究

成果として受賞

HV/EVへの応用

昇降圧コンバータ用リアクトルコア

ＰＣ電源への応用

パワーインダクタ

リカロイ材

6.5%珪素鋼

フェライト

Bs(T) 鉄損（ｋＷ/m3)＠100kHz・100mT

１．３ ３００～４００

１．６ ～２０００

０．５ ２００～５００

注１）
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ＨＶ/ＥＶ用リアクトルへの応用

0

200

400

600

800

1000

10kHz 20kHz

６．５％珪素鋼

リカロイTM

駆動周波数

コ
ア
ロ
ス

（
ｋ

W
/m

3 )

Bm＝200mT

独自材料コアと従来材コアのコアロスの
駆動周波数による差異

昇圧回路用リカロイＴＭインダクタ

・リカロイTM材は従来材に対し1/5以下の低鉄損

・発熱が小さく特に周波数が高い場合に効果が大きい

ノートＰＣ電源への応用

独自材料と従来材パワーインダクタを搭載した
電源の効率差異（当社比較）

・独自材料の低損失によりCPU電源効率を10%向上

・独自材料の高飽和磁束密度により大電流にも対応

電源用リカロイＴＭインダクタ

１０．高効率電力変換インダクタの開発

出力電流（Ａ）

0.0 0.5 1.0

80

60

40

20

電
源
効
率
（
%
）

リカロイTM

当社従来品
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１１．小型電力制御電流センサの開発

インバータモータ制御

リチウムイオン電池充放電制御

スマートメータ

薄膜プロセス技術と磁性材料技術の融合

長年培った薄膜プロセス技術と磁性材料技術を融合

・薄膜プロセス技術 ➢ 小型化を実現

・磁気回路設計技術 ➢ 高精度化を実現

・磁性材料技術 ➢ 高信頼性、温度安定性を確保

新型電流センサを開発
独自のコアレス新構造で市販品＊１に対し

・小型化１／５～１／１０

・ヒステリシスや温特を大幅に改善

・小電流から大電流（～１０００Ａ）対応
＊１：当社調査による市販の磁気比例／磁気平衡／CT式電流センサ

温度安定性高精度小型
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スマートグリッド・グリーンＩＴ

１２．今後の開発と用途の広がり

次世代パワーデバイス対応

小型化

高精度化

低損失化

再生可能エネルギー

ＨＶ/ＥＶ、電車

新型電流センサ

リカロイＴＭインダクタ

低炭素化

省資源化

小型･高効率な

電力変換・電力制御デバイスの

開発と拡充を推進

アルプス電気は

美しい電子部品を究めます。

Ｇｒｅｅｎ Ｕｎｉｑｕｅ Ｒｉｇｈｔ


